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２）日本の株式・債券市場

出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
※現地通貨ベース ＊ ▲はマイナスを表します。

１）先週の市場動向

≪株式≫
日本株式市場（日経平均株価）は、前週末比で横ばいとなりました。
前週末に400円超下落した反動から自律反発狙いの買いが入り、週初は上昇
しました。その後は、堅調な米経済指標を受け、米連邦準備制度理事会
（FRB）による利上げの長期化とそれにともなう景気減速懸念が再び意識さ
れると、主力株を中心に売られました。週末は、米長期金利の低下により金
利上昇時に割高感が意識されやすいハイテク株などが買い戻された流れを受
け、値がさ株の半導体銘柄が中心に買われ上昇しました。
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≪ 株式 ≫
米国株式市場（NYダウ）は、前週末比で下落しました。
米供給管理協会（ISM）非製造業景況感指数が市場予想を上回り、FRBの利
上げが継続するとの見方が強まると、週前半は大幅に下落しました。連日下
げたことによる割安感や、中国のゼロコロナ規制の緩和期待などから上昇す
る場面もあったものの、週末に発表された11月の生産者物価指数が市場予想
を上回る伸びとなると、FRBによる利上げの継続が意識され下落しました。

４）外国為替市場
≪債券≫
日本債券市場（10年国債金利）は、前週末比で横ばいとなりました。
景気減速懸念から米長期金利が低下した流れを受け、国内金利も低下する一
方、新発10年債は相対的な割高感から売りも出やすく（利回りは上昇）、週
間では前週末比で横ばいとなりました。

5）今週の見通しについて

米ドル/円相場は、前週末比で円安米ドル高となりました。
堅調な米経済指標を受け、米国の金融引き締めが長期化するとの見方から、
大幅に円売り米ドル買いが進みました。その後、利上げにともなう景気減速
懸念から米長期金利が大幅に低下する場面では、円買い米ドル売りが優勢と
なったものの、週間では円安米ドル高となりました。
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３）米国の株式市場
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出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
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FRBによる積極的な金融引き締めが継続するとの見方が再び強まり、先週
の米国株式市場は下落しました。
米国の今後の金融政策の方向性をめぐり、米経済指標を睨みながら株式市
場は一進一退の展開が続いています。5日（月）に発表された11月の米供給
管理協会（ISM）非製造業景況感指数は、市場予想を大幅に上回り、3ヵ月
ぶりに上昇しました。米経済が引き続き堅調であることが確認され、市場で
はFRBが積極的な利上げを続けるとの見方が改めて広がり、株式市場は下落
しました。
今週は、11月の米消費者物価指数（CPI）や米欧の金融政策の決定会合に
注目が集まります。市場では11月のCPIの伸びは低下すると予想されており、
FRBが0.5％の利上げを決定するものと見込まれています。なお、パウエル
FRB議長は会見で、利上げの継続の必要性を強調することで、足元でくすぶ
る市場の早期緩和期待をけん制するとみられており、パウエルFRB議長の発
言次第では、株式市場では売り圧力が強まる可能性もありそうです。
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商 号 等：ニッセイアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者
関東財務局長（金商）第369号
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